
議第 11号議案  

  

   市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができる     

   職場づくりの徹底を求める決議  

 

 市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができる職場づくりの

徹底を求めることについて決議するため、次のとおり提出する。  

  

   令和８年９月 25日提出  

   

    横浜市会議員  

      青  木  亮  祐     東    みちよ     伊  波  俊之助  

      磯  部  圭  太     おさかべ さやか     大  桑  正  貴  

      鴨志田  啓  介     川  口    広     黒  川    勝  

      小  松  範  昭     佐  藤    茂     佐  藤  祐  文  

      酒  井    誠     清  水  富  雄     渋  谷    健  

      白  井  亮  次     鈴  木  太  郎     瀬之間  康  浩  

      関    勝  則     田野井  一  雄     長谷川  琢  磨  

      福  地    茂     伏  見  幸  枝     藤  代  哲  夫  

      増  永  純  女     松  本    研     山  下  正  人  

      山  田  一  誠     横  山  正  人     横  山  勇太朗  

      渡  邊  忠  則     安  西  英  俊     市  来  栄美子  

      尾  崎    太     木  内  秀  一     行  田  朝  仁  

      久  保  和  弘     斉  藤  伸  一     髙  橋  正  治  

      竹  内  康  洋     武  田  勝  久     竹野内    猛  

      中  島  光  徳     仁  田  昌  寿     福  島  直  子  

      望  月  康  弘     越久田  記  子     大  岩  真善和  

      かざま  あさみ     髙  田  修  平     中  山  大  輔  

      花  上  喜代志     藤  崎  浩太郎     麓    理  恵  

      森    ひろたか    いそべ  尚  哉     伊  藤  くみこ  



      大  山  しょうじ    柏  原  すぐる     くしだ  久  子  

      坂  井    太     田  中  紳  一     山  浦  英  太  

      熊  本  ちひろ     こがゆ  康  弘     坂  本  勝  司  

      深  作  祐  衣     二  井  くみよ     横  溝  じゅん子 

      宇佐美  さやか     大和田  あきお     白  井  正  子  

      古  谷  靖  彦     み  わ  智恵美     関    嵩  史  

      山  田  桂一郎     谷田部  孝  一     井  上  さくら  

      梶  村    充     斉  藤  達  也     輿  石  かつ子  

      荻  原  隆  宏     田  中  ゆ  き     長谷川  えつこ  

      大  野  トモイ  



 

   市民生活を支える一人ひとりの職員が安心して働くことができ る     

   職場づくりの徹底を求める決議     

 

 山中竹春前市長の不適切な言動による問題については、令和８年１月 28日の本

会議において、議員全員による「山中竹春市長による暴言や誹謗中傷に関する事

案の真相究明を求める決議」を可決し、公正・中立で専門性を有する第三者によ

る調査の実施等を強く要望した。この決議を契機として、令和８年３月から、複

数の弁護士による「横浜市長の言動にかかる第三者による調査」が開始されるこ

ととなった。 

 令和８年７月 30 日に公表された調査報告書では、 山中竹春前市長による言動に

ついて、「職員の尊厳を深く傷つけ、職場環境を悪化させる、決して看過できな

い重大なパワハラ行為があった 」と認定するとともに、ハラスメントの連鎖や職

員の士気低下、人材流出の懸念等、 山中竹春前市長の言動が本市組織全体に深刻

な影響を生じさせていたことが指摘された。 

 また、幹部職員による抑止や牽制が適切に機能しなかった結果、事態の更なる

悪化を招いたことや、市長等の特別職によるハラスメントを防止するための制度

が不十分であること等も指摘されており、一連の問題を通じて組織体制の不備や

組織運営上の課題も浮き彫りとなった。 

 当局においては、このような現状を真摯に受け止め、組織体制や制度の整備等

に取り組んでいくことが求められる が、行政サービス等を通じて日々の市民生活

を支えているのは一人ひとりの職員であり、 職員が安心して働くことができる職

場の再構築は急務である。健全な市政運営を取り戻 していく上で、ハラスメント

を防止し、市民のために職員が力を発揮することができる組織づくりは不可欠で

あることから、横浜市会は、次に掲げる事項について強く要望す る。なお、各事

項の取組の進捗状況を市会及び市民に公表することについても、あわせて要望す

る。 

１  人事制度の運用状況や組織体制の不備、組織運営上の課題について、実態の

把握や課題の分析をしっかりと行い、その内容を踏まえた上で、 一人ひとりの

職員が尊重され、健全な組織運営が行われる職場づくりのための取組を進める

こと。 



 

２  山中竹春前市長が人事制度の運用等に与えた悪影響やパワー・ハラスメント

により被害を受けた職員等に対し、必要な救済措置を実施すること。 なお、救

済措置の実施に当たっては、被害を受けた職員等が更なる不利益や二次被害を

受けることが決してないよう、外部相談窓口 を設置するなど、秘密保持や匿名

性の確保に十分留意すること。 

３  市長等の特別職によるハラスメントを防止するための仕組みを整備するとと

もに、万一、ハラスメントが疑われる事案等が発生した場合に、被害を受けた

職員に対するフォローも含めて、的確に対応することができる体制を構築する

こと。 

４  市長等による権力の濫用を防ぎ、 組織全体で健全な議論や的確な意思決定が

行われるよう、ガバナンス体制を再構築するとともに、心理的安全性の高い職

場づくりを推進すること。 

以上、全会一致をもって、決議する。 

 

   令和８年９月 25日 

 

横浜市会    


